
【配慮事項】
〇土壌汚染対策法（平成14年５月29日法律第53号）に関する規定
に従い、製品又は使用している再生材料の焼成品を２¤以下に
粉砕したものにおいて、重金属等有害物質の含有について問題
のないこと。
別表

再生材料の原料となるものの分類区分 前処理方法

採石及び窯業廃土 前処理方法によら
ず対象

無機珪砂（キラ）

鉄鋼スラグ

非鉄スラグ

鋳物砂

陶磁器屑

石炭灰

廃プラスチック

建材廃材

廃ゴム

廃ガラス（無色及び茶色の廃ガラスび
んを除く）

製紙スラッジ

アルミスラッジ

磨き砂汚泥

石材屑

都市ごみ焼却灰 溶融スラグ化

下水道汚泥 焼却灰化又は溶融
スラグ化

上水道汚泥 前処理方法によら
ず対象

湖沼等の汚泥

建具 断熱サッシ・
ドア

【判断の基準】
〇建築物の窓等を通しての熱の損失を防止する建具であって、次
のいずれかに該当すること。
・複層ガラスを用いたサッシであること。
・二重サッシであること。
・断熱材の使用その他これに類する有効な断熱の措置が講じら
れたドアであること。

フローリン
グ

フローリング 【判断の基準】
{間伐材、合板・製材工場から発生する端材等の残材、林地残材
又は小径木等を使用していること、かつ、それ以外の原料の原
木は、伐採に当たって、原木の生産された国又は地域における
森林に関する法令に照らして手続が適切になされたものである
こと。

【配慮事項】

〇サッシの枠及び障子に断熱材の使用その他これに類する有効な
断熱の措置が講じられていること又は断熱性の高い素材を使用
したものであること。

製材等 製材 【判断の基準】

{間伐材、林地残材又は小径木であること。

|{以外の場合は、原料の原木は、伐採に当たって、原木の生産
された国又は地域における森林に関する法令に照らして手続が
適切になされたものであること。

【配慮事項】

〇原料の原木は、持続可能な森林経営が営まれている森林から産
出されたものであること。ただし、間伐材、合板・製材工場か
ら発生する端材等の再生資源である原木は除く。

集成材
合板
単板積層材

【判断の基準】

{間伐材、合板・製材工場から発生する端材等の残材、林地残材
又は小径木の体積比割合が10％以上であり、かつ、それ以外の
原料の原木は、伐採に当たって、原木の生産された国又は地域
における森林に関する法令に照らして手続が適切になされたも
のであること。

|{以外の場合は、間伐材、合板・製材工場から発生する端材等
の残材、林地残材及び小径木以外の木材にあっては、原料の原
木は、伐採に当たって、原木の生産された国又は地域における
森林に関する法令に照らして手続が適切になされたものである
こと。

}居室の内装材にあっては、ホルムアルデヒドの放散量が平均値
で0•3„／Ｌ以下かつ最大値で0•4„／Ｌ以下であること。

【配慮事項】

〇間伐材、合板・製材工場から発生する端材等の残材、林地残材
及び小径木以外の木材にあっては、持続可能な森林経営が営ま
れている森林から産出されたものであること。
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備考）１ 本項の判断の基準の対象とする「製材」「集成材」「合板」及び「単板積層材」（以下「製材
等」という。）は、建築の木工事において使用されるものとする。
２ 「製材等」の判断の基準の|は、機能的又は需給上の制約がある場合とする。
３ ホルムアルデヒドの放散量の測定方法は、日本農林規格による。
４ 木質又は紙の原料となる原木についての合法性及び持続可能な森林経営が営まれている
森林からの産出に係る確認を行う場合には、林野庁作成の「木材・木材製品の合法性、持
続可能性の証明のためのガイドライン（平成18年２月15日）」に準拠して行うものとする。
ただし、平成18年４月１日より前に伐採業者が加工・流通業者等と契約を締結している
原木に係る合法性の確認については、平成18年４月１日の時点で原料・製品等を保管して
いる者が証明書に平成18年４月１日より前に契約を締結していることを記載した場合に
は、上記ガイドラインに定める合法な木材であることの証明は不要とする。
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